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国立大学法人 浜松医科大学 
  



 
１．貸借対照表 

２．損益計算書 

３．キャッシュ・フロー計算書 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

５．利益の処分に関する書類（案） 

６．注記 

７．附属明細書 

(1) 固定資産の取得及び処分、減価償却費並びに減損損失の明細 

(2) たな卸資産の明細 

(3) 無償使用国有財産等の明細 

(4) ＰＦＩの明細                  

(5) 有価証券の明細 

(5)-1 流動資産として計上された有価証券     （該当ありません。） 

(5)-2 投資その他の資産として計上された有価証券  

(6) 出資金の明細                 （該当ありません。） 

(7) 長期貸付金の明細 

(8) 借入金の明細 

(9) 国立大学法人等債の明細            （該当ありません。） 

(10)引当金の明細 

 (10)-1 引当金の明細 

 (10)-2 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

(10)-3  退職給付引当金の明細 

(11)資産除去債務の明細 

(12)保証債務の明細 

(13)資本金及び資本剰余金の明細 

(14)積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 

 (14)-1 積立金の明細 

 (14)-2 目的積立金の取崩しの明細         

(15)業務費及び一般管理費の明細 

(16)運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

(16)-1 運営費交付金債務 

(16)-2 運営費交付金収益 

(17)運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

(17)-1 施設費の明細 

(17)-2 補助金等の明細 

(18)役員及び教職員の給与の明細 

(19)開示すべきセグメント情報 

(20)寄附金債務の明細及び寄附金の受入額の明細 

 (20)-1 寄附金債務の明細 

 (20)-2 寄附金の受入額の明細 

(21)受託研究の明細 

(22)共同研究の明細 

(23)受託事業等の明細 

(24)科学研究費補助金の明細 

(25)上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 

(26)関連公益法人等の明細 
 (26)-1 関連公益法人等の概要 
 (26)-2 関連公益法人等の財務状況 
(26)-3 関連公益法人等の基本財産等の状況 

 (26)-4 関連公益法人等との取引の状況 

 











(単位：千円)

Ⅰ　　業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費 32,682,819

一般管理費 489,943

財務費用 79,363

雑損 71

臨時損失 153,469 33,405,668

(2) （控除）自己収入等

授業料収益 △ 633,004

入学金収益 △ 69,851

検定料収益 △ 18,669

附属病院収益 △ 24,766,059

受託研究収益 △ 578,743

共同研究収益 △ 49,690

受託事業等収益 △ 270,410

寄附金収益 △ 578,455

資産見返寄附金戻入 △ 74,232

財務収益 △ 1,060

雑益 △ 238,044

臨時利益 △ 64,775 △ 27,342,997

業務費用合計 6,062,670

Ⅱ　　損益外減価償却相当額 519,110

Ⅲ　　損益外減損損失相当額 607

Ⅳ　　損益外有価証券損益相当額（確定） -               

Ⅴ　　損益外有価証券損益相当額（その他） -               

Ⅵ　　損益外利息費用相当額 2,575

Ⅶ　　損益外除売却差額相当額 △ 11,514

Ⅷ　　引当外賞与増加見積額 △ 11,520

Ⅸ　　引当外退職給付増加見積額 284,452

Ⅹ　　機会費用

283

政府出資の機会費用 11,831

-               12,115

Ⅺ　　（控除）国庫納付額 -               

Ⅻ　　国立大学法人等業務実施コスト 6,858,496

国立大学法人等業務実施コスト計算書

国又は地方公共団体の無償又は減額された
使用料による貸借取引の機会費用

無利子又は通常よりも有利な条件による融
資取引の機会費用

(令和２年４月１日 ～ 令和３年３月３１日）

国立大学法人　浜松医科大学





注   記 

 
【重要な会計方針】 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

原則として、期間進行基準を採用しております。 

なお、退職一時金については費用進行基準を採用し、「機能強化経費」、「特殊要因経費」に充当

される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い業務達成基準あるいは費用進行

基準を採用しております。また、学内プロジェクト事業の一部については、役員会の承認により

業務達成基準を採用しております。 

２．減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数

は以下のとおりであります。 

建物        ８年～５０年 

構築物      １０年～４５年 

工具器具備品    １年～２０年 

船舶        ３年～ ５年 

車両運搬具     ６年 

なお、受託研究収入により購入した償却資産については当該受託研究期間を耐用年数として

おります。 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８４）及び資産除去債務に対応する特定の

除去費用等（国立大学法人会計基準第９０）に係る減価償却相当額については、損益外減価償

却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

３．返還免除引当金の計上基準 

将来の奨学金の返還免除による損失に備えるため、免除となった実績率により返還免除見込額

を計上しております。 

４．徴収不能引当金の計上基準 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

５．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

賞与引当金は翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員への賞与の支払い

に備えるため、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上して

おります。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末

の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 

６．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

運営費交付金により財源措置がなされない場合に、当該教職員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における自己都合要支給額により計上しております。 

厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への掛け

金及び年金基金積立金不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上し

ておりません。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第３

５に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 



７．有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的債券は償却原価法による定額法を採用しております。 

８．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

医薬品及び診療材料 

評価基準     低価法 

評価方法     移動平均法 

ただし、当分の間、評価方法は最終仕入原価法によります。 

貯蔵品 

評価基準     原価法 

評価方法     最終仕入原価法 

９．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

(1) 国又は地方公共団体の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

機会費用の金額の算定方法については市の条例や近隣の賃借料等を参考に算出しておりま

す。 

(2) 政府出資の機会費用の計算に使用した利率 

「国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の算定に係る利回りについて（通

知）」(令和３年４月１５日付け３文科高第 72 号)に基づき、0.120%で計算しています。 

10．リース取引の会計処理 

リース料総額が 300 万円以上かつリース資産の価額が固定資産計上基準額を上回るファイナ

ンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が 300 万円未満又はリース資産の価額が固定資産計上基準額を下回るファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティング・リース取引の未

経過リース料は次のとおりであります。 

貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料      10,887 千円 

貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料     41,734 千円 

11．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

12．端数処理について 

財務諸表に係る金額の端数処理は千円未満を切捨てております。合計についても円単位で計算

したものを端数処理して千円未満を切捨てております。 

ただし、利益の処分に関する書類（案）については円単位で表示しております。 

 

【貸借対照表注記】 

１．当期の運営費交付金により財源措置が手当てされない引当外賞与見積額  397,084 千円 

２．運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額       3,549,776 千円 

３．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産     土地               4,000,046 千円 

               建物             11,970,868 千円 

 

上記に対応する債務    長期借入金            13,316,690 千円 

一年以内返済予定長期借入金    1,090,193 千円 

４．決算日における保証債務の総額 

大学改革支援・学位授与機構債務負担金             301,536 千円 

５．PFI による施設整備で取得した資産のサービス部分の対価の支払予定額 

 浜松医科大学外来患者用立体駐車場増築整備等事業 

  一年以内支払予定額                          14,124 千円 

  一年を超える支払予定額                       155,364 千円 

   なお、支払予定額は事業期間中の物価変動等に伴い改定されることがあります。 



６．利益剰余金のうち法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

(1) 国から承継時において附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産

の額が当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計             17,815,883 千円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計          14,564,715 千円 

利益剰余金に与える影響額（差引き）                3,251,168 千円 

(2) 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返

物品受贈額戻入が二重になっていることによるもの 

法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が

診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計 

                                  490,991 千円 

(3) 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国

からの出資ではなく譲与としたことによるもの             525,567 千円 

(4) 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、

国からの出資ではなく譲与としたことによるもの            158,201 千円 

                                    4,425,929 千円 

 

【損益計算書注記】 

当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資

産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額              1,232,428 千円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費          1,036,418 千円 

当期総利益に与える影響額（差引き）               196,010 千円 

 

【キャッシュ・フロー計算書注記】 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金 11,260,354 千円 

 うち定期預金  2,615,995 千円 

資金期末残高  8,644,359 千円 
２．重要な非資金取引 

(1) 現物寄附等の受入による資産の取得 

構築物 574 千円 

船舶 1,533 千円 

工具器具備品   17,574 千円 

図書     2,110 千円 

合  計   21,792 千円 
(2) ファイナンス・リースによる資産の取得 

工具器具備品                       228,384 千円 

 

【重要な債務負担行為】 

事  業  名           契約額      うち翌期以降支払額 

医療機能強化棟新営その他工事       3,490,300 千円    2,375,449 千円 

基幹整備（RI 排水設備等）工事         362,230 千円      362,230 千円 

 

 

 

 



 

【金融商品関係】 

１．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につ

いては大学改革支援・学位授与機構からの借入れに限定しております。 

未収附属病院収入は、債権管理事務取扱規程に沿ってリスク管理を行っております。 

大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、

文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 (*1) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

 (*2) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

(1) 投資有価証券及び有価証券 

  これらの時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており

ます。 

(2) 現金及び預金、(3) 未収附属病院収入 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権等については回収見込額等によ

り、時価を算定しております。 

(4) 大学改革支援・学位授与機構債務負担金、(5) 長期借入金、(6) リース債務及び(7) PFI 債 

 務 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、取引を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法により算定しております。 

(8) 未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

 

【減損会計関係】 

減損を認識した固定資産 

 (1) 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額の概要      （単位：千円） 

用  途 種 類 場 所 帳簿価額 

職員宿舎 建物 医大半田山宿舎 2 号棟（静岡県浜松市東区） 251 

(単位：千円) 
貸借対照表 

 計上額（*1） 
時価（*1） 差額（*1） 

(1) 投資有価証券及び 

有価証券 

 満期保有目的の債券 

(2) 現金及び預金 

(3) 未収附属病院収入 

徴収不能引当金（*2） 

 

(4) 大学改革支援・学位授

与機構債務負担金 

(5) 長期借入金 

(6) リース債務 

(7) PFI 債務 

(8) 未払金 

 

 

1,400,690 

11,260,354 

4,479,547 

△35,266 

 

 

1,390,965 

11,260,354 

 

 

 

 

△9,724 

－ 

 

4,444,281 

(301,536) 

 

(14,406,883) 

(1,774,201) 

(362,880) 

(6,497,612) 

4,444,281 

(307,828) 

 

(14,444,813) 

(1,801,438) 

(328,568) 

(6,497,612) 

－ 

 (6,292) 

 

(37,930) 

(27,236) 

(△34,311) 

－ 



職員宿舎 建物 医大半田山宿舎 3 号棟（静岡県浜松市東区） 356 

(2) 減損に至った経緯 

固定資産の全部又は一部につき、使用しないという決定を行ったため。 

(3) 減損額のうち損益計算書に計上していない金額の固定資産ごとの内訳   （単位：千円） 

場 所 種 類 減損額 うち損益計算書に

計上した金額 

うち損益計算書に 

計上していない金額 

医大半田山宿舎 2 号棟 建物 251 ― 251 

医大半田山宿舎 3 号棟 建物 356 ― 356 

 (4) 回収可能サービス価額の算定方法 

  取り壊しを予定しており売却を想定していないため、回収可能サービス価額は、使用価値相当

額（0 円）により算定しています。 

 

【資産除去債務関係】 

(1) 当該資産除去債務の概要 

講義実習棟及び職員宿舎に含まれるアスベストに関連するものであります。 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間（取得からの見積り） 

職員宿舎      ２０年～２２年 

講義実習棟     ２１年 

割引率 

職員宿舎      2.14％～2.18％ 

講義実習棟     2.16％ 

(3) 当会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高  65,496 千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 3,230 千円 

時の経過による調整額        2,575 千円 

資産除去債務の履行による減少額 △12,098 千円 

期末残高      59,204 千円 
 

【賃貸等不動産関係】 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記は省略しております。 

 

【退職給付に係る注記】 

１．採用している退職給付制度の概要 

職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。当該制度では、

給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費

用を計算しております。 

２．確定給付制度 

（1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金      262,786 千円 

退職給付費用       51,143 千円 
退職給付の支払額     △16,368 千円 
期末における退職給付引当金      297,561 千円 

（2）退職給付に関連する損益 

簡便法で計算した退職給付費用  51,143 千円 

 

【重要な後発事象】 

該当事項はありません。 
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